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Abstract: In Kushiro City, near the Kuril Trench, serious damage is expected from a tsunami disaster. 

The purpose of this study is to clarify the possibility of evacuating any building from the tsunami. 

For this purpose, it calculated evacuation routes from each building to evacuate sites, and it 

determined whether tsunamis did not arrive at a time of evacuation. As a result of this analysis, it 

was revealed that the evacuation possibility depended on the time required for a start of evacuation. 
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1. はじめに 

 2011年3月11日に発生した東日本大震災では，

東北から北関東にかけての太平洋沿岸において

多くの建築物の破壊・流失や，それに伴う人的被

害が発生した．北海道においても道東地域の太平

洋沿岸で千島海溝沖の地震による津波災害が想

定されており，対応を考える上で個々の建物の避

難可能性を検討しておくことが有効と考えられ

る．しかし，都市全域レベルのスケールでこのよ

うな網羅的な分析を実施した研究は少ない．そこ

で本研究は，橋本（2013）の推計で避難困難人口

が北海道で最多である釧路市を対象に，建物ごと

の避難可能性を明らかにすることを目的とする．

なお，研究対象地域は 2005 年に旧阿寒町，旧音

別町と合併する以前の旧釧路市域とする（図-1）． 

 

図-1 研究対象地域 

2. 資料と研究方法 

 本研究では，建物立地状況のデータとして北海

道建設部まちづくり局都市計画課より提供を受

けた都市計画基礎調査（2015 年版）を用いる．ま
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た，津波浸水範囲のデータとして北海道防災情報

のホームページから入手した津波浸水結果GISデ

ータ（H24 太平洋沿岸）を，到達時間のデータと

して北海道総務部危機対策局危機対策課より提

供を受けた津波遡上データを用いる．避難ルート

を算出するための道路ネットワークデータとし

て，株式会社北海道地図が販売する GISMAP（2010

年版）を用いる．なお，避難施設の位置は釧路市

のホームページにより確認しデータ化した． 

 研究方法として，まず釧路市全体の建物立地状

況について，市の中心部および海岸線からの距離

ごとに立地する建物の延床面積を集計すること

で，建物の分布傾向を把握する．続いて，津波浸

水想定地域内に立地する各建物から最寄りの避

難施設までの避難ルートおよび所要時間を算出

する．次に，避難ルート上の各メッシュの津波到

達時間を重ね合わせることで，各建物に人がいる

場合の避難可能性を明らかにする． 

 

3. 分析結果 

3.1 建物の立地状況 

釧路市では東港および西港周辺に工場施設が

多く立地し，釧路駅の南側に商業施設が立地する

他は，住宅地が立地している（図-2）． 

 

図-2 釧路市の建物立地状況 

 ここで釧路市の建物の分布傾向を明らかにす

るため，市の中心部および海岸線からの距離ご

とに建物の延床面積を集計する．ここでは市の

中心として地理的中心（延床面積で重みづけし

た全建物の座標値の平均値）を用いる．結果，

図-2のとおり釧路駅の北側の地点が算出され

る．なお，釧路市は東西に長い市街地を形成し

ていることから，分布指向性分析により釧路市

の建物の分布傾向を表す楕円を作成し，その短

軸で東西を区切り，東側を正の値，西側を負の

値で表現する． 

 

図-3 工場施設の分布  

 

図-4 地上 6 階建以上の建物の分布 

 

図-5 耐火造の建物の分布 



 市の中心および海岸線からの距離について，

工場施設に注目して 1000m ごとに延床面積を集

約したものが図-3である．工場施設は海岸付近

に集中し，特に西港周辺に多く立地している． 

 同様の手法により，避難施設に適すると考え

られる RC造等が含まれる耐火造の建物や，地上

6階建以上の建物の立地状況をみると，中心部へ

の立地の偏りがみられた（図-4，図-5）． 

 

3.2 各建物の避難可能性 

各建物から釧路市が指定する避難施設までの

避難ルートを算出して徒歩による避難行動を再

現し，津波到達前に避難施設に到着できるかどう

か分析し，各建物にいる人が津波発生時に避難で

きるかどうかを明らかにする．本研究では，これ

を建物ごとの避難可能性と称する． 

分析手法として，北海道の津波避難計画策定指

針に基づき，夏季の歩行速度を 1m/秒，冬季を

0.86m/秒とし，避難ルート上に夏季は 60m，冬季

は 51.6m ごとにポイントを生成し，30cm 以上の津

波に巻き込まれないか 1分ごとに判定する．巻き

込まれる場合は，今いる建物の上階に逃げる垂直

避難を検討し，これも不可であれば避難失敗とす

る（図-6）．なお，避難開始が地震発生後 5分，15

分，30 分となる場合を想定し，夏季，冬季それぞ

れの分析を行った． 

 最も良い条件である夏季で地震発生の5分後に

避難を開始する場合の結果を図-7に示す．釧路市

では東側の一部を除く市街地の大部分が津波浸

水想定地域であるが，殆どの建物で避難可能とな

っている．一方で，夏季で避難開始が 30 分後と

なる場合では避難施設周辺の建物を除いて避難

困難となる（図-8）．  

 夏季・冬季それぞれの分析を行い，避難不要，

避難可能，避難困難となる建物の立地状況を延床

面積の合計により表したものが図-9 である．避難

開始にかかる時間が15分から30分に増えると避

難困難となる建物が急増する．これは，避難開始 

 

図-6 避難可能性分析の手順 

 

図-7 夏季で地震発生 5 分後に避難開始する場合

の避難可能性 

 

図-8 夏季で地震発生 30 分後に避難開始する場合

の避難可能性 
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にかかる時間の削減が各建物の避難可能性の向

上のために重要であることを示唆している． 

 

図-9 避難可能性別の建物の延床面積 

 なお，この分析により避難可能とされた建物で

あっても，避難距離が長くなると避難の困難さが

増す．これを踏まえて避難距離を示したのが図-

10 であり，西港周辺や市の西端の一部では避難距

離が長くなっている．これはこの地域に避難施設

が少ないことが原因であるが，図-4 や図-5 で示さ

れるように避難施設に適した建物が少なく，避難

施設の設定が困難である可能性がある． 

 

図-10 各建物の避難距離  

 ここで，避難距離を短縮するための方策として

JR の線路の高架化により線路よりも海岸側の建

物の避難施設へのアクセシビリティ向上を図る

ことが考えられる．釧路市が公表している「防災

等の新たな視点を含む釧路駅周辺のまちづくり

に関する提言書」を参考に，釧路駅周辺の線路を

高架化した場合に新たに接続される道路を道路

ネットワークデータ上に設定し，避難可能性分析

を実施した．しかし，徒歩避難を前提とする本研

究の分析では，避難可能性や避難距離には殆ど変

化は無かった．これは，釧路駅周辺では線路を海

側から内陸側に越えたところに避難施設が少な

いためであり，高架化の効果を高めるためには新

たな避難施設の設定が必要であると考えられる．

また，本研究では検討していない避難ルート上の

混雑やアップダウン等の避難速度減速要因の解

消を考慮すると効果が表れる可能性もある． 

 

4. おわりに 

本研究では，まず中心部および海岸からの距離

を基準として釧路市の建物分布傾向を明らかに

した．次に，各建物から最寄りの避難施設までの

避難ルートと津波浸水想定地域や到達時間を組

み合わせた分析により，各建物の避難可能性を検

討した．結果，避難開始に必要となる時間を短縮

することが，各建物の避難可能性を高めることが

示された．また，西港周辺などの一部の地域では

避難距離が長くなっており，これを解消するには

新たな避難施設の設定が必要であるが，避難施設

に適した高層かつ堅牢な建物の分布傾向から，避

難施設の設定が困難である可能性が示唆された． 

今後は，本研究で明らかとなった各建物の避難

可能性を基に，港湾やその周辺の開発と避難困難

な地域の形成との関係を明らかにするとともに，

港湾やその周辺で想定される被害の実態把握や

その軽減に向けた方策について検討したい． 
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